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教育・保育施設等における重大事故の再発防止のための事後的な検証について 

 

 
子ども・子育て支援新制度において、特定教育・保育施設及び特定地域型保育



事業者は、事故の発生又は再発を防止するための措置及び事故が発生した場合

に市町村、家族等に対する連絡等の措置を講ずることとされている。このことを

踏まえ、第 16 回子ども・子育て会議（平成 26 年６月 30 日開催）において、行

政による再発防止に関する取組の在り方等について検討すべきとされた。 

これを受け、平成 26 年９月８日「教育・保育施設等における重大事故の再発

防止策に関する検討会」が設置され、昨年 12 月に重大事故の発生防止のための

今後の取組みについて最終取りまとめが行われたところである。 
この取りまとめでは、死亡事故等の重大事故の発生前、発生時、発生後の一連

のプロセスにおける子どもや周囲の状況、時系列の対応などを検証し、検証の結

果を重大事故の再発防止に役立てていくことが極めて重要であることから、地

方自治体において検証を実施するよう提言を受けた。 
今般、この取りまとめを踏まえ、地方自治体が行う死亡事故等の重大事故の検

証の参考となるよう、検証を実施する際の基本的な考え方、検証の進め方等を別

紙のとおり定め、平成 28 年４月１日から取り扱うこととしたので通知する。 
今後、地方自治体において、本通知に基づき教育・保育施設等における子ども

の死亡事故等の重大事故の検証が行われることにより、重大事故の再発防止に

関する取組の進展が期待されるものである。 
 ついては、管内の市町村（特別区を含む。）、関係機関及び施設・事業者等に

周知いただくとともに、その運用に遺漏のないようお願いする。 

 なお、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に

規定する技術的助言として発出するものであることを申し添える。 


